







































































































































































































































































































































































                                                  
2東京都被災者生活再建支援システム利用協議会は、同じ
生活再建支援システムを導入する東京都及び島しょ部を
除く都内 53自治体で構成され、システムの運用方針や生
活再建支援業務に係るガイドライン策定など重要議題に
ついて協議する会議体。 
産・官・学の15 団体で構成された生活再建支援
連携体から罹災証明書の交付業務に係る全面的な
支援を受け、県内自治体への導入支援が行われ、
17自治体で被災者生活再建支援システムが活用さ
れたことが紹介されている。 
また、調査対象とした熊本地震の被災7自治体
のうち、4自治体が被災者生活再建支援システム
を活用し、1自治体が独自のシステムを活用して
いたが、いずれも罹災証明書の迅速な発行に効果
を発揮したことが報告されている。 
豊島区は、熊本県でも活用された被災者生活再
建支援システムを平成24年度から導入し、業務全
体のマネジメント能力の向上及び、システム操作
の習熟などを目的とした職員研修及び訓練を毎年
実施している。 
なお、豊島区は、毎年冬に行っている訓練を、
都内を中心とする他自治体にも公開して実施して
いる。これは、訓練に参加する本区職員の臨場感
を高め、能力向上を図る効果があるとともに、基
礎自治体による自発的な研修・訓練の普及に貢献
することも狙っている。 
幸いなことに、30年度には昨年度の訓練パート
ナー自治体3である練馬区が、独自の実動訓練を
実施した。このほかにも、都内では研修・訓練の
実施が広がりつつあり、豊島区の取り組みが多少
なりとも効果を発揮していると感じている。 
 
（３） 罹災証明書に関するマニュアルの整備に
ついて 
調査報告書では、７被災市町村のうち、熊本地
震の発生前に罹災証明書に関するマニュアルを作
成していたのは１市のみであり、残り6 市町村に
ついては未作成だったことが報告されている。 
豊島区においては、平成28年度に住家被害認定
調査ＰＴによる「住家被害認定調査計画」、罹災
証明書発行ＰＴによる「罹災証明書発行・受験計
画」を策定済みである。毎年冬に実施している訓
3都利用者協議会メンバーのうち翌年度以降に自らの自治
体で研修や訓練を実施するために、先行区の訓練の企画
段階から実施段階までに参画し、訓練実施のプロセスを
習得しようとする自治体をパートナー自治体という。 
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練は、これらの実施計画の検証も目的の一つとし
ており、訓練での検証結果や新指針など国や都の
最新動向に対応したバージョンアップも継続的に
行っている。 
ただし、平成30年3月の新指針で罹災証明書発
行の迅速化を図るために導入された新たな手法に
ついては、既存の業務の流れや事務量・人員の集
中時期の変化などの問題も生じるため、未対応な
要素が多く残っている。この点は、来年度に検討
を急ぎ、実施計画に反映すべき重要な課題となっ
ている。 
 
（４） 民間団体との連携の推進について 
調査報告書では、7被災市町村のうち5市町村
が、熊本地震の際に罹災証明書の交付業務に関し
て延べ11 民間団体から会員の派遣を受けている
こと並びに平常時からの災害時派遣に関する協定
締結の有効性が報告されている。 
豊島区では、平成29年4月に司法書士、行政書
士、税理士、社会保険労務士会の四士業と「災害
時における特別総合相談に関する協定」を締結
し、平成30年6月には東京都不動産鑑定士協会と
「災害時における住家被害認定調査等に関する協
定」を締結している。 
調査報告書で挙げられている建築士、土地家屋
調査士等の団体との協定締結については、未実施
であり、今後の課題である。 
 
（５） その他について 
ａ） 資機材の準備状況 
調査報告書で指摘されている、下げ振り、筆記
用具などの調査器具、罹災証明書発行用の偽造防
止用紙等の資機材の準備について、豊島区ではロ
ーリングストックを含め一定の対応が進んでい
る。 
課題はシステム関係であり、例えば、罹災証明
書発行や生活再建相談・受付業務に使用するノー
トパソコンは７台にとどまっている。今後、シス
テムを庁内ＬＡＮに乗せ、全庁的に配備済みの庁
内ＬＡＮ端末で利用できる環境を整備することが
急務となっている。 
ｂ） 罹災証明書の交付、広報等における工夫
について 
調査報告書では、応急危険度判定と住家被害認
定調査との違いについて被災者に広報した事例や
罹災証明書発行会場を工夫した事例などが紹介さ
れている。 
豊島区では、30年度に作成した住民向け周知パ
ネルを活用して、平常時から応急危険度判定と住
家被害認定調査との違いについて住民向け周知を
始めた。特に、住民への事前周知は、発災時にお
ける不安感・不満感の抑制に効果があると考えて
おり、今後とも力を注いでいきたい。 
その他、罹災証明書発行会場については、区の
ほぼ中央に位置する本庁舎1階のセンタースクエ
アを想定している。訓練を通じて会場レイアウト
案の見直しを行ってきており、徐々に実効性の高
いレイアウト案が出来上がりつつある。 
これらの点については、被災地での実例や他の
自治体の先駆的な事例などを参考にしながら、今
後も継続的にブラッシュアップの努力を続けてい
くべきと考えている。 
 
４．検証のまとめ 
以上、調査報告書の視点に沿って豊島区におけ
る被災者生活再建支援業務の取り組み状況の検証
を行ってきたが、この3年間で大きく進捗し評価
すべき点も多くある一方で、被災地の事例に即し
てみると、以下のような課題も残されていること
が明らかになった。 
①被災地派遣経験者、研修受講者など被災者生
活再建支援業務に関する知見を有する職員のリス
トアップ及び災害時における活用方法の検討。 
②被災者生活再建支援業務に要する応援職員数
の精査及び全庁的に策定する受援計画への反映。 
③新指針による罹災証明書発行の迅速化手法に
関する検討及び実施計画等への反映。 
④建築士、土地家屋調査士など災害時協定未締
結の専門家との協定の検討・締結。 
⑤被災者生活再建支援システムを庁内ＬＡＮで
全庁的に活用できる環境の整備。 
課題①、②については、災害時業務継続・受援
計画の策定によって、来年度中に一定の解決が図
られるものと期待している。 
74
【調査・事例報告】 
課題③については、ＰＴメンバーによる不断の
バージョンアップ作業を通じて解決されていくこ
とと考えている。 
課題④、⑤については、関係部署や団体との調
整に多少時間を要することが想定されるが、着実
に解決していくべき課題である。 
 
５．おわりに 
熊本県は、平成28年9月に「熊本地震を踏まえ
た罹災証明制度に係る提案」3)を行い、①被害認
定調査の簡素化、②市町村ごとの調査・判定方法
の差異の解消、③官民の調査の一本化、④一部損
壊などの被災者への公的支援、という4つの提案
を行っている。 
いずれも被災地ならではの重要な提案だと思う
が、中でも筆者が強く関心を抱いたのは2つ目の
提案である。 
他の提案は国が対応しなければどうにもならな
い要素が色濃くあるが、2つ目の提案は、例えば
同一都道府県内の自治体が共同して業務手順の標
準化を進め、その内容を理解した職員を養成する
など、自治体が主体的に対応をとることが十分に
可能だからだ。 
平成28年度に発足した都利用協議会の取り組み
はまさにその実例である。そして、豊島区は、都
利用協議会と連携し、標準化された調査・判定方
法に基づく研修や訓練を行ってきた。 
東京都が主導し、自治体が共同して進めてきた
この取り組みによって、都内では区市町村ごとの
調査・判定方法の差異が解消されてきている。そ
れは、災害時に被災者の不公平感を抑制すること
につながるほか、自治体間の相互応援体制の充実
にもつながっている。 
今こそ、自治体の自発的な取り組みが期待され
ているのである。 
筆者が本稿で豊島区の取り組みを紹介している
のも、この拙稿が被災者生活再建支援業務を担う
自治体職員の目に留まり、自治体の主体的な取り
組みを促す一助となることを期待しているからに
ほかならない。 
 近年、大規模な災害が多発しているわが国にお
いて、自治体の災害対応は重要性を増してきてい
る。特に、被災者生活再建支援業務は、一時的に
膨大な業務量が集中することに加え、適切に処理
していくためには一定の知見やシステム等の準備
が要求される業務である。しかしながら、いまだ
に災害が起きてから対応を始める自治体も少なく
ない状態が続いている。  
本稿が、こうした状況を打破する一助になるこ
とを願ってやまない。 
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